令和5年度　社会福祉法人指導監査について

1. 指導監査の概要
社会福祉法第56条第1項に基づき、筑後市が所管する６法人に対して指導監査を実施し、合計26件の指摘を行いました。
筑後市社会福祉法人指導監査実施要領に基づき公表します。
　　　
2. 主な指摘事例
	（１）法人運営に関するもの

	・理事長の職務の執行状況報告について
理事長の職務の執行状況の定期的な報告については、理事会において３か月に1回以上（定款に定めがある場合は毎会計年度に４か月を超える間隔で2回以上）報告することとなっているが、定款に定めることなく３か月を超える期間報告がなされていない。

・理事会の議事録署名人について
　定款では「出席した理事長及び監事は、理事会の議事録に署名又は記名押印すること」と規定されているが、署名又は記名押印が漏れていた。

・就任関係書類について
　評議員に係る欠格事項及び特殊の関係にある者の確認書類について、記入されていないものがあった。また、理事の選任手続における欠格事項及び特殊の関係にある者の確認書類と理事の就任承諾書について保管されておらず確認できなかった。

・評議員会の決議について
　評議員会の議決は対面（テレビ会議等によることを含む）により行うこととされているが、一部の評議員が書面決議により議決権を行使していた。

・特別利害関係の確認について
　特別の利害関係を有する評議員の存否について、議案の議決を行う前に各評議員に確認していない。

・理事、評議員の資格について
[bookmark: _GoBack]　理事及び評議員の選任手続きにおいて、その適格性について評議員会あるいは理事会で説明している内容の議事録が記載されていないため、適正な手続きによる選任。


	（２）法人会計に関するもの

	・会計伝票について
経理規程に定めている会計伝票への記載項目、承認処理となっていない方法で支払処理を行っていた。



